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研究要旨 
 

新型インフルエンザによるパンデミックにおいては、対応の様々な段階で、関係

諸組織からの効率的な情報収集と分析・共有が求められることになる。しかしなが

ら、我が国の公衆衛生部門は、収集した情報の分析能力はあるものの、情報の効率

的な収集に向けた方法論が未発達であり、2009 年新型インフルエンザパンデミッ

クに際して様々な課題が生じた。そこで、本研究分担では、パンデミック初期にお

ける患者情報の効率的な情報手法の検討に加えて、効率的な情報収集に資する一般

的な手法について検討を行った。 
まず、患者情報の集約に向けて、昨年度に開発した情報集約手法のさらなる分析

と今後のシステム改修に向けた計画の策定を行った。次に、患者情報の集約システ

ムも利用している Fax OCR エンジンについて、OCR の精度向上とセキュリティ

アップデートに向けた作業を行った。最後に、健康危機管理に関わる情報集約手法

について、保健医療福祉行政における各種課題への応用を検討した。具体的には、

季節性インフルエンザのサーベイランス、行政機関において実施されている各種会

議の傍聴事務、パンデミックワクチンの予約への応用に加えて、診断支援システム

からの感染症情報の収集の検討を行った。 
 
 
Ａ．研究目的 
 

新型インフルエンザ対策においては、

2009 年パンデミック時における教訓を受

けてさまざまな検討がなされ、新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法が策定された。

しかしながら、医療機関や交通機関等の社

会的な混乱に対してはさまざまな角度か

ら検討がなされたものの、行政内部に生じ

た混乱については検討すべき課題が残さ

れている。 
たとえば、国内において最初の感染疑い

症例が検知された際、医療機関から保健所

へと連絡がなされ、さらに県庁、厚労省へ

と報告がなされることになるが、各県で十

分な数の確定症例が出るまでは報告した

保健所や病院に対して症例の詳細情報提

供を求める要望が集中するものと考えら

れる。また、パンデミック時には、各医療

機関の空床情報や老健施設毎の集団発生

情報等、様々な組織の間で多彩な情報を効

率的に集約する必要が生じるが、2009 年

度のパンデミックの教訓を生かした効率

的な体制の確立までには至っていない。 
そこで本研究分担では、新型インフルエ

ンザパンデミック等の健康危機管理に求

められる、各種情報の組織間での効率的な

収集手法について検討を行った。とりわけ、

医療機関から地方自治体、地方自治体から

国に加え、状況に応じては地域の医療機関

間など組織を横断して効率的に情報収集

を実現する手法の確立を目的とした。 
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Ｂ．研究方法 
 

本研究分担では、健康危機に対する公衆

衛生行政における効率的な情報収集を実

現する一般的な方法論の確立を目指し、大

きく分けて下記の３課題に取り組んだ。 
まず、患者情報の集約に向け昨年度より

検討を行っている、新型インフルエンザ国

内患者発生早期の患者情報迅速収集体制

の検討を進めた。今年度は、昨年度のシミ

ュレーションより抽出した課題の分析と

改善策の検討を行った。また、国が運用す

る感染症情報システムである NESID 
(National Epidemiological Surveillance of 
Infectious Disease)と本手法との統合につ

いて実現性の検討と当局との調整を行っ

た。 
次に、上記の患者情報集約体制において

システムが利用している Fax OCR エンジ

ンについて、OCR の精度向上を図るとと

もに、システムのセキュリティアップデー

トに向けた作業を行った。現在の情報シス

テムは、セキュリティ上の必要から、この

ような定期的なアップデートを欠かすこ

とが出来ない。 
最後に、健康危機を対象とした情報集約

について、保健医療福祉行政において実際

に生じている問題への応用を検討した。具

体的には、季節性インフルエンザのサーベ

イランス、行政機関において実施されてい

る各種審議会の傍聴に関わる事務の効率

化への応用に加えて、パンデミックワクチ

ンの予約システム、診断支援システムから

の感染症情報の収拾等について検討を進

めた。 
 

Ｃ．研究結果 
 

新型インフルエンザ国内患者発生早期の

患者情報迅速収集体制の検討においては、

情報収集シートの改定、地方衛生研究所や

国立感染症研究所等において多量の検査結

果を一括登録しうる機能の設計等、システ

ム改修に向けた計画の策定を行った。検討

に際しては、患者 ID や検体 ID をいかに効

率的に全国的に統一するかという点が課題

の一つとなっていた。前者については対策

推進本部にファックス報告することで患者

ID が効率的に採番される形を取る。検体

ID については、自治体側が管理用に利用し

ている ID との関係性の整理が課題となっ

ていたが、自治体側の ID の下 4 桁を用い

る等の工夫により効率化しうることが明ら

かとなった。これらの成果は、来年度に予

定している国内早期患者情報迅速収集シス

テムの改修に生かされる予定である。なお、

NESID との統合については、関係者間で

の検討と調整を進め、次期調達には含めな

い方針となった。 

次に、Fax OCR エンジンについての精度

向上とセキュリティアップデート作業を行

った。前者については、利用したデータセ

ットにおいて 96%前後であった認識精度

が 99%に向上した。後者においては、各種

ソフトウェアのバージョンアップ作業を行

った。それぞれの成果については、Shinsai 

FaxOCR として無償公開されている。 

最後に、健康危機に関係した情報集約に

ついて、いくつかの現実的な課題への応用

について検討を試みた。i) 季節性インフル

エンザの発生動向の把握に向けては、現在、

全国レベルで定点を用いた発生動向調査を

行っているが、一週間毎の報告となってい

る。そこで、迅速な情報収集策として、診

察室において患者数を「正の字」にてメモ

している用紙をそのまま毎日ファックスし

て頂くことで、迅速なサーベイランスが実

現できないか検討を行った。ii) 行政機関に

おいては各種審議会が実施されているが、

その傍聴事務の効率化にファックス書類を

自動的に OCR 処理する手法が活用できな

いか検討を行った。iii) 新型インフルエン

ザのパンデミック時、新たに策定された行
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動計画においては、ワクチンの効率的な住

民接種のために各自治体がワクチン接種の

予約体制を構築することとされている。し

かしながら、日常は利用しないシステムを、

いつ生じるかわからないパンデミックの際

のために各自治体が独自に構築し準備する

ことは効率が悪い。そこで、「ワクチン接種

券を交換可能とする」ことでこの問題を効

率的に解決しえないか、経済学者、とりわ

け、効率的な資源配分手法について研究を

行っているメカニズムデザイン論の研究者

との共同研究について調整を進めた。最後

に、診断支援システムの検索履歴より重症

熱性血小板減少症候群 (SFTF)ウイルスの

ような未知の疾患を含む感染症情報の効率

的な収集体制の実現に向け、診断支援シス

テムの研究開発に取り組み、成果発表を行

った。 

本件研究分担では、以上に示す通り、新

型インフルエンザパンデミックにおける国

内患者発生初期における各種混乱の軽減に

向けて、各種の情報集約を効率化するため

のより一般的な手法の検討を行った。 

 
Ｄ．考察 

 

本研究分担は、新型インフルエンザ対策

のための新たな行動計画により必要となっ

た、「国内における感染者の発生の状況、動

向及び原因の情報収集」に向けて、国内患

者発生初期における効率的な情報収集を実

現することを目標に開始された。そして、

昨年度の研究において、いくつかの課題が

明らかとなっていた。 

まず、自治体側にはそれぞれ独自に構築

している感染症対応の枠組みがあるため、

新たな情報収集体制を構築するうえではそ

れら自治体側の業務や既存の感染症情報シ

ステムとの干渉を極力排するための調整が

求められる。また、自治体側の協力を得て

いく上で、NESID との連携を検討する必

要性が示唆されていた。さらに、本研究班

の目標の一つとして設定されていた新型イ

ンフルエンザの severity、transmissibility、

impact をいかに評価していくかという観

点でも検討も求められていた。とりわけ、

感染力を評価する上では、患者情報の効率

的な収集だけでなく、接触者情報や医療機

関側の情報についても効率的に情報収集す

る仕組みを検討する必要があった。 

今年度は、昨年度のように関係者を集め

実際の情報システムを用いたシミュレーシ

ョンを行うことが出来なかったため、自治

体側の業務や既存の感染症情報システムと

の干渉について議論を深めることが出来な

かった。一方で、報告に際して保健所側が

利用するシート、検体 ID の効率的な採番

手法、検査結果情報の一括登録機能につい

ては、関係者と検討を進め企画としての完

成度を高めることが出来た。来年度研究に

おいては、年度早期にシミュレーションを

行うことで、「国内の新型インフルエンザ

患者の発生早期においてファックスとウェ

ブを併用することで出来る限り現場に負担

をかけずに全国的に統一した形で患者情報

を集約する手法」の有効性を実証しうるこ

とを期待している。 

また、患者情報以外の情報については、

より汎用的な情報収集手段を整備し、業務

での活用を通じて日常からも情報交換の生

産性を上げておくことが望ましい。我が国

の公衆衛生においては、こうした方向性で

の検討がほとんどなされておらず、そのた

めに予算的な手当てがなされていない。

我々の FaxOCR については、システムをオ

ープンソース化し無償配布することで必要

な際に関係者がいつでも利用できる体制を

整えているが、公衆衛生行政の健康危機へ

の対応能力を向上させ、来るべきパンデミ

ック時の混乱を回避する上でも、情報集約

ならびに共有手段の効率化に向けた組織的

な対応が強く望まれる。 
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Ｅ．結論 

 

本研究分担では、新型インフルエンザの

国内患者発生早期において患者情報を効率

的に集約する体制の確立を目標として、研

究を開始した。２年目にあたる今年度では、

主テーマである新型インフルエンザの患者

情報の収集からより一般化し、各種の健康

危機時に、関係する組織間の効率的な情報

収集を実現する手法について検討を行った。 

患者情報集約体制については、プロトタ

イプの改修を図ったうえで、対象県を増や

した環境でのシミュレーションを実施する

ことで、自治体側のワークフローとの更な

るすり合わせが望まれる。我々が提案して

きたファックスを用いた患者情報の集約に

より、地方自治体や保健所は、情報の入力

に労力を割かれることなく、電子化情報を

自由に利用することが可能となる。対策推

進本部側は、必要な情報を全国から効率的

に、かつ柔軟に収集することが出来る。ま

た、入力要員として本部要員のみを事前ト

レーニングしておくだけで済むため、緊急

時の対応体制を安価に維持することが可能

となる。来年度には、関係各所との議論を

通じて施策としての完成度を高めると共に、

有用性の実証を図りたい。 

また、より一般的な情報集約手段として、

行政内で多様されるファックスを主体とし

て各種業務を効率化する手法について、オ

ープンソース形式でソフトウェアの開発を

進めると共に実応用について検討を行った。

こうしたソフトウェアは、実利用を進めれ

ば進めるほど質が向上する。今後、有用性

の実証を通じて予算獲得につなげ、我が国

の健康危機に対する対応能力の向上に資す

ることを願っている。 
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